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このニュースは中央団体と県連絡会に送付しています。地域連絡会や単産に送って下さい。
強まる消費税増税論議―「軍事費削減・大企業減税ただせ」の声を上げよう
自民党幹部や財界から「消費税増税」の発言が相次いで出されています。日本経団連の御手洗会長は、５月２日付朝日で消費税を社会保障目的税化して、「２０１５年までに５％の引き上げ」を明言しました。また「毎年１％ずつ上げていくことも一つの選択肢」と述べました。自民党の与謝野前官房長官、谷垣政調会長らも講演で、消費税引き上げを強調しています。増税勢力の狙いは、社会保障だけでなく、国民から大きな批判が寄せられている「後期高齢者医療制度」はじめ、「道路特定財源」「子育て支援」など、多くの問題をひっくるめて、「消費税を含む税体系の抜本的改革」の議論に引きずり込み、「消費税増税やむなし」の結論へ導くことです。
累計５兆円にもなった米軍への思いやり予算、５兆円規模の軍事費、10％以上も引き下げられた法人税はじめ数々の優遇税制による大企業減税などを見直せば社会保障財源はあることを攻勢的に知らせるとともに、国会議員要請などを強めましょう。
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各界連全国代表者会議(4/16)での発言から（２）

５）なくす会・梅村さん　　各地の行動に反響が広がっている。大分の行動では農作業の人が聞き入ってくれたり、商店街では店から出てきて拍手してくれたりもあった。和歌山・岩出市では１時間で２７１の署名が寄せられた。ここはスーパー、商工会議所、労組などきめ細かく団体訪問と署名の訴えをし、昨年１２月から８５０を超える署名を集めた。地域での草の根の力を強くすることがカギだ。国会要請では自民党含めて「紹介議員を検討する｣の声もあり追い込んでいる情勢だ。日本医師会も「安易な増税反対｣の声を上げている。幅広い人・団体との共同をさらに広げ、衆院選で大争点にしていきたい。

６）新婦人・高橋さん　「後期高齢者医療制度」に怒りが沸騰している。このひどい施策を続ける政府が「消費税を社会保障のために使う」などありえないことを、もっと知らせる必要がある。国民の目はこの国のあり方への本質的なところへ向かっており、国民的な怒りを大きく組織できるときだと感じる。新婦人は３０年間家計簿運動をしているが、１９年間の消費税負担合計は平均２０４万８６１６円にもなった。09年の増税計画に対し、正念場を迎えている。この国をどうしていくのか、税金を暮らし・福祉・教育にあてろ、というたたかいが大事になっている。

７）愛知県各界連・鵜飼さん　午前中の国会要請では、愛知選出の３人の国会議員の秘書は、「議員の主張と同じで大賛成。すぐ紹介議員になる」「党の方針と違う、税率据え置きは小沢さんだけが言っている」「党の税調の責任者だが、はっきり言うことはできない」と三者三様だった。地域からの声を上げてマニフェストを守らせる必要がある。県各界連で携帯電話のシールを３万、街頭宣伝用のプラスターも作った。各団体がばらばらでなく、共同して地域に打って出て政治的変化を体験することが必要。中央として財源論と格差問題で正面から切り込むようなシンポも計画してほしい。

８）宮城県各界連・永沢さん　暫定税率の期限切れなど「たたかえば変えられる」との確信、貴重な政治的体験が広がっている。20年間の「ごまかし」を打ち破るときが来たと思う。各界連として１月に大門議員を呼んだ学習会、「宮城ネット」で昨年はニュースペーパー、ことし２月は森永卓郎さんを呼んだ学習会をやり好評だった。６月には政治評論家の森田実さんを呼ぶことを計画している。ネットの事務局会議は５３回、ニュースは30号、幅広い団体幹部の登場も続けていきたい。地方自治体への請願も重視する。来年に向けいよいよ正念場として、運動を強化したい。

９）埼玉県各界連・星さん　署名、地域各界連再建、街頭宣伝の３つの軸足で1年間活動してきた。１０００万対話・署名に対応した目標を５０万と決め、各団体合計１５万を集約した。地元選出議員への要請は効果的で、自民党衆院議員も受け取ってくれた。地域各界連として「武器」が必要だということで、ジャンボチラシやのぼり、ポケットティッシュを作って活用している。県各界連は毎年、県議会請願のほか浦和駅近くの商店街の商店会会長らへの申し入れをしている。「本音は反対だ」の声や地域経済衰退の話も出される。今後も重視して続けたい。

10）長野各界連・竹村さん　８つの各界連が活動してきたが、市町村合併に見合って市町村単位の個別の対策を取る必要がでている。県各界連として努力し塩尻市、諏訪市、岡谷市、茅野市で恒常的な活動ができるようになった。昨年は業界懇談会を開いた後、団体の署名を集めて12月県議会に「暫定税率廃止」の請願もした。否決されたが「政治は変えられる｣との確信が団体に広がっていることが重要だ。今後は｢消費税増税反対｣署名を県民過半数めざし、連合なども視野に入れてどう運動するか工夫していきたい。

11）新潟県各界連・菅原さん　「４・１行動」は昨年に比べ、行動地域と参加者も増え、多彩な行動がおこなわれた。阿賀野では9台の車でパレードし激励も寄せられ元気になった。新津や上越では市場宣伝やシール投票、長岡で昼デモ。政治のあり方、税金の無駄遣いに強い怒りが表明され、数年前は「あきらめ感」が目立ったが｢どうすれば阻止できるのか」の対話になるなど、国民の変化が感じられた。中心の新潟市で８つの区全部で地域各界連を再建すること、県の目標20万に向けて当面10万突破をめざし頑張りたい。（終了）















